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鹿児島県が進める「三つの挑戦」

○県政刷新大綱（H17.3）・組織機構の大胆な見直し（H18.4～）

○新産業戦略の展開
重点三分野：食品・電子・自動車

→戦略的な企業誘致や技術開発支援を実施

○観光発展戦略プロジェクト
九州新幹線の全線開業等に向け，魅力

ある観光かごしまづくり

○安心・安全・新食料供給基地への展開
安心・安全で付加価値の高い農林水産業の振興

これが「鹿児島」

本土最南端に位置し，
「薩摩」「大隅」の２
つの半島と，多くの
離島を有す

県土は，南北600kmと

長く，気候区も温帯か
ら亜熱帯と幅広く全体
的に温暖な気候

世界自然遺産に登録

されている屋久島をは
じめ特色ある島々，桜
島や日本ジオパークに
認定された霧島の火山
群，豊富な温泉など，
多彩で豊かな自然と個
性ある歴史・文化など
の観光資源に富む

人口（⑰国調）

1,753千人【24】

面積（⑰国調）

9,188 k㎡【10】

名目県内総生産

H20 ： 53,186億円

【薩摩半島】

【大隅半島】

【種子島】

【屋久島】

【奄美大島】

【徳之島】

【沖永良部島】

【与論島】

【甑島】

【桜島】

【】は全国順位

▼持続可能性への挑戦 ～持続可能な行財政構造の確立～

▼産業おこしへの挑戦 ～アジアの時代を展望し経済・財政基盤を強化～

▼鹿児島おこしへの挑戦 ～鹿児島を愛し，鹿児島で生活し，鹿児島の将来に努力する人材づくり～

■大型観光船の鹿児島港入港状況

28隻（H21実績）・50隻（H22予定）

■イベント・コンベンションの誘致

ｽﾎﾟｰﾂｷｬﾝﾌﾟ等受入 768団体（H21)

■企業誘致件数 68企業（H19~21）

■産学官連携共同研究数 190件（H21）

■「かごしまブランド産地」指定→15品目23産地（H22.5)
■食の安心・安全の確保（農林水産物認証制度の推進）

→認証：49品目102団体・個人（H21末）

■農水産物の輸出促進
上海事務所の開設（H22.7.1)
上海マーケット戦略ロードマップの策定・実行

・県産品の戦略的選定・投入
・物流ネットワークの構築及び中国人観光客の誘致

農業産出額

4,151億円【4】(H20)
海面漁業・養殖業生産額

814億円【５】(H21)
食品関連産業出荷額等

※従業員10人以上の事業所

9,524億円【14】（H21)
（製造業全体出荷額の約6割）

【かごしまブランドマーク】
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鹿児島中央駅

博多

新大阪

九
州
新
幹
線

（鹿
児
島
ル
ー
ト
）

山陽新幹線

新山口
広島

岡山

熊本

新神戸

九州新幹線「さくら」効果 平成23年3月12日全線開業

九州新幹線（鹿児島ルート）全線開業

H16年春の部分開業により，既に県内区間の建設は完了（新たな県負担は発生しない）。

▼鹿児島中央～新大阪直通運転
（平成23年3月12日全線開業時より）

▼ 時間短縮効果

資料：厚生労働省 各年度衛生行政報告例

○ 全線開業後は，関西・中国方面からの
観光客の大幅増が見込まれる。

資料：ＪＲ九州・ＪＲ西日本［ＪＲ時刻表をもとに鹿児島県において作成］
注） 各所要時間については，現行のＪＲ時刻表等をもとに算出したもので，乗り継ぎ時間等を含まない。

新大阪新大阪 約５時間概ね４時間前後（最速３時間４７分の直通運転をJR九州・JR西日本において計画中）

約６０分短縮

１時間 ２時間 ３時間 ４時間 ５時間

全線開業前の所要時間

全線開業後の所要時間
約５０分短縮

約２時間１０分概ね１時間20分前後博多博多

約３時間２０分概ね２時間３０分前後広島広島
約５０分短縮

約４時間１０分概ね３時間２０分前後岡山岡山
約５０分短縮

141.3
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＜部分開業後の利用者数＞
（新八代～鹿児島中央）

＜鹿児島県のホテル数･客室数の推移＞
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九州新幹線効果活用プランの実施

○ＪＲグループと連携し，関西・中国圏内で「近くなる鹿児島」を大々的・集中的に宣伝

○「九州・山口の近代化産業遺産群」の世界遺産登録に向けた取組 など

増えた交流人口を各地域へ広げる

【メイン会場”吉野公園“（イメージ）】

マスコットキャラクター
「ぐりぶー」

入場数見込 80万人

増えた交流人口を地域の活性化に活かす

○自然資源，伝統，文化，芸術などの「地域資源」の活用

による需要喚起

○九州新幹線全線開業イベントの開催

○「第28回全国都市緑化かごしまフェア」の開催 など

愛称：花かごしま2011 （H23年3月18日～5月22日）

新幹線による県内への交流人口を増やす増やす

広げる

活かす

53.2
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鹿児島県 宮崎県 長崎県 福岡県 熊本県 大分県 佐賀県

（％）

大阪府 広島県
＜全線開通後に

訪れてみたい県＞
（複数回答）

鹿児島県トップ

資料：「九州新幹線に関する大阪府と広島県在住の生活者意識調査」（財）地域流通経済研究所（H19.7月）

【花かごしま2011】

○鹿児島中央駅のターミナルとしての拠点性を高める

○離島航路の拠点となる鹿児島港等の整備

（H23概算要求で国直轄による新規要求箇所として指定） など
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財政の現状財政の現状
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Ｈ２１ 普通会計決算の状況

実質収支（71億円）＝歳入（8,482億円）－歳出（8,345億円）－翌年繰越財源（66億円）

実質単年度収支（38億円）が黒字化

地方税, 16.5

32.4

地方交付税, 32.3

16.1

その他
 1.8

2.0

国庫支出金
25.6

16.7

地方債, 15.2

15.2

その他
8.6

17.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

鹿児島県

6.9 13.5 5.2 8.5 13.2 6.6 21.7 13.1 5.8

総務費
8.0 民生費, 15.7

3.8

3.7

1.6

1.5

農林水産費
10.3

1.1
土木費, 14.3 警察費

4.7 教育費, 21.5

0.2

0.1 公債費, 16.7 その他
2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

鹿児島県

歳入

歳出

一般財源 特定財源

注）全国の数値は総務省公表（H22.9.28）による速報値

衛生費 労働費 商工費 災害復旧費
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4,812 4,955 4,923 4,937 5,029 4,801 4,790 4,844 4,727 4,671

4,072 3,956 3,519 2,931 2,476
2,282 2,280 1,941 1,683 1,866

1,720 1,732
1,401

1,420
1,349

1,250 1,313 1,292
1,312

1,944

10,604 10,643

9,843

8,854
8,333 8,383 8,077

7,723
8,481

9,288

(1,308※)

(1,431)
(1,510)

(1,342)
(1,289)

(1,244)(1,236)(1,269)

(1,452)(1,481)

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21
0
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1,000
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義務的経費 投資的経費(普通建設事業費+災害復旧事業費) その他経費 県税収入（右軸）

歳出規模等の推移（一般会計）

(億円) (億円)

⑬歳出ピーク

（10,643億円）

H14年度から徹底した行財政構造改革に着手

H21年度は，国の雇用･経済対策により歳出増（予算ベースで1,248億円）となったものの，ピーク時のH13
年度と比較し約20％縮減

県北部豪雨
災害対策

国の交付金を活用

した雇用・経済対策

※ Ｈ21年度の県税収入は，地方法人特別税を含んだ額である。（H21県税収入：1,258億円（地方法人特別税除き））
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1,355 1,380
1,211

930
671

568
469

441

1,5741,7331,9682,248
2,628

1,3071,2141,3781,577

2,523
552

525

3,983 3,903

3,459

2,898

2,404
2,142 2,102

1,847
1,655

1,859

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21
補助・直轄 単独

普通建設事業費の推移（一般会計）

(億円)

H21年度は，国の雇用･経済対策により普通事業建設費は増加（予算ベースで499億円）したものの，

ピーク時のH8年度（4,372億円）と比較し，普通建設事業費総額で約57％縮減

県単公共事業費についても，ピーク時のH8年度（1,635億円）に比較し約66％縮減

国の交付金を活用

した雇用・経済対策
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義務的経費の推移（一般会計）

全国的傾向により扶助費は増加したものの，人件費等の削減により義務的経費総額は縮減

人件費は職員数の縮減や職員給の見直し等により８年連続減少

682 720 730 689 703 803 843 880 912

1,312 1,406 1,450 1,550 1,704 1,414 1,387 1,415 1,388 1,378

2,830 2,560 2,549 2,427 2,347
2,817 2,743 2,697 2,622 2,585

946

4,812 4,955 4,923 4,937 5,029
4,801 4,790 4,844 4,727 4,671

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

人件費 扶助費 公債費

(億円)

※ H16以前の公債費については，借換債を含む。（H17以降，借換債は公債管理
特別会計で計上。）

【人件費】ピーク時（H13）と比較して約１７％削減
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基金残高の推移

134 134 134 134 134 134 101 87 61 84

28 0 0 0 0 0
0

498
438

261 295
230 223

153
73

13

47 98

163

0 00
40 41

660

572

395
429

364 357

267

174 200

320

0

200

400

600

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21
財政調整 県有施設 県債管理（満期一括償還財源積立分を除く） 県債管理（満期一括償還財源積立金分）

(億円)

市場公募債の満期一括償還に備え，計画的な基金積立を実施
財政調整に活用可能な基金残高が，６年ぶりに増加

【満期一括償還財源積立（県債管理基金）】

市場公募債（満期一括償還方式）の導入に伴い平成18年度から毎年度積立てを行い*，償還財源を確保

→ 平成21年度で163億円 ＊毎年度の積立額：＝（発行額）／（トータルの償還年数）

例）17年度発行分 400億円／30年＝13.3億円／年（18年度以降積立て）

財
政
調
整
に
活
用
可
能
な
基
金
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16.015.314.715.215.9

266.0272.6
269.6
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20

25

30

35

H17 H18 H19 H20 H21
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400

将来負担比率（%）（右軸）

実質公債費比率（%）（左軸）

財政悪化

健全財政

基準を超えると･･･自主的な改善努
力による財政健全化（財政健全化計
画の策定）

基準を超えると・・・国等の関与による
確実な再生（財政再生計画の策定）

財政健全段階では･･･

指標の整備と情報開示の徹底

財政力指数・経常収支比率

財政健全化法に係る４指標等

0.302
0.312

0.308

0.271

0.295

96.2

96.9
97.5

98.9

97.9

0.25

0.26

0.27
0.28

0.29

0.3

0.31

0.32
0.33

0.34

0.35

H17 H18 H19 H20 H21
90

92

94

96

98

100

経常収支比率が２年連続改善（対前年度比△0.6％）

実質公債費率及び将来負担比率ともに早期健全化判断比率を下回る

266.0％【35】

16.0％【36】

－

－

96.9%（速報値）

0.30228（速報値）

H21

400.0％

25.0％

8.75％

3.75％

早期健全化基準

35.0％

15.0％

5.0％

財政再生基準

0.31231【40】0.30831【39】0.29456【38】0.27123【40】財 政 力 指 数

97.5%【34】98.9%【37】97.9%【47】96.2%【42】経 常 収 支 比 率

15.9％【36】

H17

15.2％【31】

H18

269.6％【36】

14.7％【27】

－

－

H19

272.6％【38】

15.3％【34】

－

－

H20財 政 指 標

将 来 負 担 比 率

実 質 公 債 費 比 率

連結実質赤字比率

実 質 赤 字 比 率

※実質赤字比率，連結実質赤字比率及び将来負担比率は，財政健全化法制定によりH19以降算定
※【】は全国順位（H21の順位はH22.9.28総務省公表の速報値）であり，「－」は比率なし（実質赤字額及び連結実質赤字額がないため）

実質公債費比率・将来負担比率

財政力指数（左軸）

経常収支比率（%）（右軸）

▼早期健全化基準
実質公債費比率：25%
将来負担比率：400%

▼財政再生基準

実質公債費比率：35%
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債務負担行為の状況

（単位：百万円）

将来負担比率における債務保証又は損失補償の負担見込額は12,805百万円であり，

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む）455,781百万円の2.8％程度

*1 共同発行市場公募地方債に係るもの 6,573,000百万円 を除く

将来負担比率における負担見込額H21年度末
債務負担限度額

685

36

9,361

9,397

2,723

0

0

2,723

12,805
H21年度

940

44

9,583

9,627

2,991

0

0

2,991

13,558
H20年度

1,435地域振興公社

68,577地方３公社以外の出資法人に係るもの

67,142森林整備公社

7,441住宅供給公社

2,310その他

3,673土地開発公社（債務保証）

6,564道路公社（債務保証）

17,677地方３公社

88,564債務保証又は損失補償に係るもの

＊H21普通会計ベース

＊1

＊1
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地方３公社の経営状況

道路公社

土地開発公社

住宅供給公社
新規の団地開発の中止（H12～新規着工取り止め）

職員給削減（H19：5％ H20～22：9％）

ﾌﾘｰﾚﾝﾄ制度導入等による賃貸入居率の向上

在庫資産の販売促進

（H21：一般宅地85区画販売）

H17.4.1から道路公社と（財）鹿児島県建設
技術センターの総務管理部門を統合

職員給削減（H19：2％ H20～22：6％）

在庫資産の分譲促進

（鹿児島臨空団地：2.0ｈａ分譲済）

公社等経営改善の取組み等公社等経営改善の取組み等

H17.4.1から土地開発公社と（財）鹿児島県
建設技術センターの総務管理部門を統合

職員給削減（H19：2％ H20～22：6％）

借入金及び出資金の償還が終了するH29年度
に解散予定

１. 廃止又は統合等の検討

２. 県からの財政的支援・人的支援の縮減

３. 公社等外郭団体への要請等

１. 廃止又は統合等の検討

２. 県からの財政的支援・人的支援の縮減

３. 公社等外郭団体への要請等

「公社等外郭団体見直し方針」（H17.3月策定）

【主な見直しの視点】

（単位：百万円）H21決算

道 路 公 社 土地開発公社 住宅供給公社

S47.8.29 H7.4.3 S40.11.1

  25名 29名 20名

出資団体数 1 1 1

本県出資額 6,908 50 21

資　　産 28,764 5,133 18,926

負　　債 8,220 4,945 20,634

資　　本 20,544 188 △ 1,708

経常損益 1,343 17 △ 265

当期損益 1,343 17 △ 265

0 39 11,478

区　　　分

出
資
状
況

貸
借
対
照
表

県からの借入金
(H22.3.31現在）

損
益
計
算
書

設立年月日

役職員数
(H22.3.31現在）

良好な経営を継続

鹿児島臨空団地
の早期分譲

在庫資産の早期販売

＊ ＊

＊ 道路公社及び土地開発公社の役職員数のうち，８名は相互兼務である。

14



第３セクターの経営状況

『地方3公社を除く地方自治法第243条の3第2項に基づき，経営状況を議会に提出している法人（県が50％以上出資している法人等）』

【H21決算（単位：百万円）】

(財)鹿児島県文化振興財団 県文化センター等の管理運営等 1,210 1,050 86.8% 8 1,416

(財)屋久島環境文化財団
屋久島環境文化村センター等の管

理等
798 510 63.9% 4 839

(財)鹿児島県民総合保健センター 生活習慣病等総合検診事業 10 5 50.0% 128 800

(財)かごしま産業支援センター
中小企業者等に対する各種産業支

援
4,525 3,638 80.4% 2,223 △ 3 5,936

(財)鹿児島県雇用支援協会
若年労働者，障害者及び中高年齢

労働者等の雇用支援
3 2 66.7% 0 10

(財)鹿児島県地域振興公社
農地保有合理化，その他農業構造

改善に資する事業
318 318 100.0% 1,435 30 6,728

(財)鹿児島県農業・農村振興協会
担い手農家の経営改善・向上に関

する事業　等
1,000 500 50.0% 197 △ 1 1,046

(財)鹿児島県林業担い手育成基金
林業労働力の育成・確保並びに就

労条件の改善等の支援
2,276 2,276 100.0% △ 6 2,342

(社)鹿児島県森林整備公社 分収方式による森林の整備 18 5 27.8% 67,142 18,847 0 23

(財)万之瀬川水源基金 万之瀬川流域森林の造成，整備 30 15 50.0% 0 31

(財)鹿児島県建設技術センター 建設業に関する実務研修等 3 3 100.0% 163 611

(財)鹿児島県暴力追放運動推進センター
暴力や不法行為等のない住み良い

鹿児島の実現
637 488 76.6% 5 651

損失補償に係る

債務負担行為

21年度末限度額

県からの
借入金

(H22.3.31）
うち県

出資額
出資割合

名　　　　　称 業　　務　　概　　要
出資金
又は

基本金

経常利益（損失）

又は当期正味財

産増加（減少）額

資 本 合 計 又 は

正 味 財 産
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◆改革基本方針の収支目標を4年連続で達成！

○減価償却前収支

⑱ 964 ⑲ 1,174 ⑳ 791 →  1,382 百万円(税抜)

○資 金 収 支※

⑱ 229 ⑲ 274 ⑳ 152 →  700 百万円(税抜) 
（修正前491） （修正前△29百万円）

※⑲・⑳の医療機器の購入に伴う収入年度と支出年度のずれ等修正後

○内部留保資金 → 4,217百万円（前年比701百万円増）

◆改革基本方針の収支目標を4年連続で達成！

○減価償却前収支

⑱ 964 ⑲ 1,174 ⑳ 791 →  1,382 百万円(税抜)

○資 金 収 支※

⑱ 229 ⑲ 274 ⑳ 152 →  700 百万円(税抜) 
（修正前491） （修正前△29百万円）

※⑲・⑳の医療機器の購入に伴う収入年度と支出年度のずれ等修正後

○内部留保資金 → 4,217百万円（前年比701百万円増）

公営企業（法適用事業）の決算状況

△ 51△ 682収支差引（③－④）

資
本
的
収
支
（
資
本
勘
定
）

※ 減価償却前収支 581,382

0455うち企業債

552,684支 出（④）

41,295うち建設改良費

7700資 金 収 支
（＝減価償却前収支＋収支差引）

42,002収 入（③）

△ 40393損益収支（①－②）

16416,006うち営業費用

18116,678支 出（②）

13916,644うち営業収益

14117,071収 入（①）収
益
的
収
支
（
損
益
勘
定
）

工業用水道事業県立病院事業

H17.9月「県立病院事業改革基本方針」策定
H21決算（税抜き） （単位：百万円）

平成21年度決算

・地域医療連携による患者の増加

・高度医療の提供等に伴う診療収益の増

・地域医療連携による患者の増加

・高度医療の提供等に伴う診療収益の増

特徴

今後も更なる収支改善に向けて経営改革を継続

方針：職員の意識改革と管理運営体制の確立，収益性の確保，

人件費比率の低減化，民間への業務委託等の推進 等
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貸借対照表（普通会計）

平成20年度（普通会計）の貸借対照表における資産は4兆8,930億円，負債は1兆9,218億円で，
資産合計から負債合計を差し引いた純資産は2兆9,712億円

【平成20年度（普通会計ベース）】

〔資産の部〕 金額 構成比 〔負債の部〕 金額 構成比

１　公共資産 46,988 96.0 １　固定負債 17,364 35.5

有形固定資産 46,829 95.7 地方債 14,892 30.4

その他 159 0.3 退職手当引当金 2,125 4.4

２　投資等 1,628 3.3 　　その他 347 0.7

投資及び出資金 516 1.1 ２　流動負債 1,854 3.8

貸付金 640 1.3 翌年度償還予定地方債 1,429 2.9

基金等 411 0.8 その他 425 0.9

　　その他 61 0.1 負債合計 19,218 39.3

３　流動資産 314 0.7 〔純資産の部〕 金額 構成比

現金預金 293 0.6 公共資産等整備財源 35,960

未収金 21 0.1 その他一般財源 △6,248

純資産合計 29,712 60.7

資産合計 48,930 100.0 負債及び純資産合計 48,930 100.0

（単位：億円，％）

（作成基準日：平成21年3月31日）
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行財政構造改革行財政構造改革
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H22 当初予算

「改革継続・生活優先予算」

行財政の大胆改革

H16.7月 伊藤知事就任

H17.3月「県政刷新大綱」策定

H17 当初予算 「大胆改革元年」

609 488

403 403

474

1,424

477
477

2,041

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H16 おおむね10年後

一般政策経費 税等交付金 普通建設事業費等 公債費 扶助費 人件費

■ 概ね10年程度の中・長期的視点に立ったあるべき 行財政構造の姿や，その実

現に向けた改革の方向性を示したもの

■ 限られた一般財源を各歳出項目毎にどのように配分すべきかという観点から，

「あるべき歳出構造」を明示＝歳入に見合った歳出構造の再構築

大
胆
で
ス
ピ
ー
ド
感
あ
ふ
れ
る
改
革
を
推
進

改革継続

＊金額は，各歳出項目に係る一般財源額

歳出合計
5,428

あるべき歳出構造

歳出合計
4,927～4,858

1,8801,880
～～1,7691,769

1,457
～1,371

333～239

以後
この歳出

構造を継続

＜取組みの方向性＞

普通建設事業費等

公共事業の見直し・重点化

一般政策経費

外郭団体への財政支援見直し

県有施設管理見直し等

人件費 職員数の縮減

職員給の見直し

扶助費 現状維持

公債費 新規県債発行の抑制

持続可能な行財政構造の確立 県政運営の重点項目

［歳出規模］

（H16：5,428億円 → H22：4,929億円）

［財源不足額］

（H16：▲451億円→H22：▲48億円）

403億円の縮減

499億円の縮減

今後とも，
社会保障関係費（扶助費）が増加傾向
公債費が高水準で推移

Ｈ23以降も，「県政刷新大綱」に基づく
財政健全化の取組を継続
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県政刷新大綱の着実な推進・継続

609 544 500 485 475 489 481

403 374 381 400 394 394 348

474 409 364 323

1,412 1,398 1,413 1,388 1,371 1,395

498 501 519 588 616 652

2,017 1,972 1,903 1,824 1,808 1,809

290 249 244

1,424

477

2,041

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

(億円) 県政刷新大綱の当初予算（一般財源ベース）への反映状況

着実な推進・継続

※三位一体の影響分を除いた通常分ベース

人件費，普通建設事業費，一般政策経費は県政刷新大綱における削減目標をほぼ達成

財源不足額を県政刷新大綱策定時（H16）の▲451億円から，▲48億円（H22当初予算ベース）に圧縮

Ｈ23年度以降も，「県政刷新大綱」に基づく財政健全化の取組を継続

歳出合計 5,428 5,254 5,116 5,043 4,959 4,927 4,929

歳入合計 4,977 4,873 4,811 4,750 4,802 4,779 4,881

財源不足額 ▲451 ▲381 ▲305 ▲293 ▲157 ▲148 ▲48

H16
(大綱策定時） H17当初 H18当初 H19当初 H20当初 H21当初 H22当初

488

403

477

1,880
~1,769

1,457
~1,371

333~239

大綱策定から
おおむね10年後

県政刷新大綱
あるべき姿

4,927~4,858

50~119

扶助費

普通建設事業費等

税等交付金

一般政策経費

人件費

公債費

+

対H16削減額
△232億円

対H16削減額
△230億円

対H16削減額
△128億円

対H16比で403億円
の収支改善 20



県政刷新大綱を踏まえた取組
《平成17年度から平成22年度*の取組》

県政刷新大綱（H17.3月策定）

▲２０％一般政策経費

▲３０～５０％普通建設事業費等

▲８～１３％人件費

公社等外郭団体見直し方針（H17.3月策定）

民間委託推進指針（H17.3月策定）

権限移譲プログラム（H17.7月策定）

組織機構改革方針（H17.12月策定）

総合事務所設置計画（H18.12月策定）

▲ ２１．０％一般政策経費

▲ ４８．５％普通建設事業費等

▲ １１．４％人件費

収支改善額 +403億円
県債残高※ 1,560億円の圧縮（H22末－H16末）

※臨時財政対策債等除く

５３団体 → ３９団体 （▲１４団体）

指定管理者制度の導入：３５施設

市町村移譲：３４法令３８項目３４３事務

本 庁：３課の減，３室の増
出先機関：８１機関の減

*当初予算ベース

144.3％630人H17.4.2~22.4.1H18.3月集 中 改 革 プ ラ ン

90.9％
909人

1,000人以上概ね10年程度H17.12月組織機構改革方針

－
1,034人

6,430人 → 5,396人
（H16.4.1） （H22.4.1）

－概ね10年程度H17.3月県 政 刷 新 大 綱

進 捗 率実績（縮減数）縮減目標計画期間策定時期計 画 等

※ 県政刷新大綱は6年間（H17~H22），組織機構改革方針及び集中改革プランは5年間（H18~H22）の実績（縮減数）である。なお，H22については，今後，変動する可能性がある。

【一般行政部門の職員数の縮減状況】
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歳入確保対策（主な事例）

県税の見直し 未利用財産の有効活用・処分

使用料・手数料の見直し

▼ 新規徴収

・職業能力開発校・農業大学校の入学検定料（H18~）

・ 〃 授業料等（H19~）

・免税軽油使用者証交付手数料（H19~）

・認知機能検査手数料（自動車等運転免許関連）（H21~）

・輸出畜産物証明手数料（H22~） など

▼ 前回改定後３年以上経過したものの見直し

・県立高等学校等授業料，建築確認申請等手数料，

公営住宅使用料 など

未収債権対策の強化等

▼ 県税

・特別滞納整理班の設置（H19）

・コンビニ収納（H18），クレジット収納（H22）の導入

・タイヤロック装置を活用した納税交渉の実施（H18~）

・インターネット公売の導入（H19） など

▼ 公営住宅使用料

・民間債権管理回収会社（サービサー）への委託（H20~）

▼ 核燃料税（法定外税）の税率引き上げ（H20~）

（税率10%→12%）

▼ 森林環境税（超過課税）のH17創設・H22延長

▼ 産業廃棄物税（法定外税）の創設（H17）

▼ 県有財産の有効活用方策（H21.2作成）

売却目標：200億円程度（H20~H24）

その他

▼ ネーミングライツの導入（H18） ▼ 新たな広告事業の導入（H19） ▼ 公の施設の見直し など
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県債管理への取組県債管理への取組

23



県債管理への取組状況

効果

公債費負担の平準化や借入コストの抑制への取組

・臨時財政対策債等を除く県債残高は，６年連続で減少

・将来負担比率の減（H20決算 272.6% → H21決算 266.0%）

プライマリー・バランスの６年連続黒字化

取組

普通建設事業費の圧縮などによる新規の県債発行額の抑制

県政刷新大綱に基づく県債管理の徹底により，債務負担の減少の効果が確実にでてきている。
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H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

通常の県債 臨時財政対策債*2 減収補てん債

県債発行の抑制

県債発行額の推移（一般会計*1） *１ 借換債を除く

(億円)

ピーク時のH10年度（1,922億円）に比較し約34％縮減

臨時財政対策債等を除いた県債発行額については，引き続き抑制基調を維持

*2 臨時財政対策債：地方交付税の振替として発行する地方債

県北部豪雨災害対策

国の交付金を活用した

雇用・経済対策
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公債費の推移（一般会計）

1,1171,1191,1421,1151,1291,2141,1761,0931,033
923

260268272272285
309325

356
363

388

1,311
1,396

1,449
1,501 1,523

1,414 1,387 1,414 1,387 1,377

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

元金 利子

＊借換債に係る公債費（元金）及び一時借入に係る公債費（利子）を除く
なお，一時借入は，17年度以降市場公募債の導入など発行時期の平準化に取り組んでいる結果，発生していない。

(億円)

県政刷新大綱に基づき，事業の峻別・重点化による普通建設事業費の縮減を図ることで，新
規の県債発行を抑制し，公債費が増加しないよう管理

増加しないよう管理
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129
1,135 1,552 1,686 1,837 2,226

56 105 139

（55.1%） （56.2%） （55.4%） （54.7%） （54.3%） （53.8%） （53.8%） （51.7%） （51.1%） （51.4%）

13,839
14,544

15,064 15,158 15,044 14,805 14,607 14,469 14,212 13,949

1,367387 822
13,839

14,673
15,451

15,980 16,179 16,172 16,159 16,211 16,154 16,314

0
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4,000
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8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

交付税措置分 通常の県債 臨時財政対策債 減収補てん債

県債残高の推移（一般会計）

(億円)

臨時財政対策債等を除く県債残高は，６年連続で減少
県債残高（全体）の約50％は地方交付税により措置

6年連続で減少

※ （ ）は県債残高（全体）に対する地方交付税の措置率である。
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プライマリーバランス（ＰＢ）の推移（一般会計）

274

398

215

372
446

282

△ 32

△ 244△ 234

△ 66

△ 400

△ 200

0

200

400

600

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

(億円)

臨時財政対策債が増加傾向にある中で，６年連続のＰＢの黒字化を達成

※プライマリーバランス（基礎的財政収支）＝歳入総額から県債収入を差し引いた金額と歳出総額から公債費を差し引いた金額のバランス

６年連続PB黒字PB推移
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起債運営起債運営
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1,157 1,123
1,358

1,126

548
345 229 150

505 577

506
743

514

628

1,046

732 1,016
926

651
373

400
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1,477
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1,754
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1,663 1,6701,626
1,546

1,8151,866
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1,000
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2,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

公的な資金 銀行等引受債 市場公募債

個別：400
共同：150
住民： 20市場公募債

（個別）を導入

県債資金調達の推移（一般会計+公債管理特別会計）

(億円)

＊借換債を含む

長期的・安定的に資金を確保するためH17年度から市場公募地方債を導入

個別：100
共同：350
住民： 20

借換債発行額

⑮48億円，⑯181億円 ⑰355億円，⑱713億円，

⑲353億円，⑳564億円，392億円

個別：100
共同：600
住民： 20

個別：100
共同：350
住民： 20
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◆ 年限の多様化等
・ 超長期債の導入

① 公的な資金の確保（地方公共団体金融機構資金：⑲4億円 ⑳29億円 255億円）
② 銀行等引受債の活用（⑲20年債300億円 ⑳20年債102億円 20年債100億円）

・ ５年債の発行（市場公募債（個別）H19.3～）
・ 変動金利による調達（銀行等引受：H16,17年度）

（単位：億円）

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 合計

480
389

個別 5年 100 100
共同 10年 80 130 80 90 90 40 90 600

住民型 5年 20 20
80 130 100 100 90 90 40 90 720

市
場
公
募
債

22年度県債資金調達計画（当初予算時）

月計

公 的 資 金

銀行等引受債

480
389

今後の県債資金調達の方向性

引き続き市場公募地方債を活用し，発行の平準化に取り組む

公的な資金の確保及び銀行等引受債の活用により，年限の多様化を図る

銀行等引受債についても，金利動向やキャッシュフローを見極めながら機動的に対応

◆ 発行の平準化
・ 共同発行市場公募債を中心にほぼ毎月発行
・ 銀行等引受債を機動的に発行
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鹿児島県総務部財政課公債管理係

〒890-8577 鹿児島市鴨池新町10-1
TEL：099-286-2179／FAX：099-286-5512
e-mail：kousaikanri@pref.kagoshima.lg.jp

財政・県債に関するホームページアドレス
http://www.pref.kagoshima.jp/kensei/zaisei/index.html

鹿児島県総務部財政課公債管理係

〒890-8577 鹿児島市鴨池新町10-1
TEL：099-286-2179／FAX：099-286-5512
e-mail：kousaikanri@pref.kagoshima.lg.jp

財政・県債に関するホームページアドレス
http://www.pref.kagoshima.jp/kensei/zaisei/index.html

問い合わせ先問い合わせ先
本資料中の将来の見通し・予測は，鹿児島
県として，現時点で妥当と考えられる範囲で
示したものであり，確実な実現を約束するも
のではありません。

本資料は，鹿児島県債の購入を御検討いた
だいている投資家の方々に，本県の経営状
況と県政ビジョンについて説明することを目
的としており，特定の債券の売出し，または
募集を意図するものではありません。

本資料中の将来の見通し・予測は，鹿児島
県として，現時点で妥当と考えられる範囲で
示したものであり，確実な実現を約束するも
のではありません。

本資料は，鹿児島県債の購入を御検討いた
だいている投資家の方々に，本県の経営状
況と県政ビジョンについて説明することを目
的としており，特定の債券の売出し，または
募集を意図するものではありません。
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